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 経済同盟は共同市場に通貨統合の要素を加えたものである このカテゴリーに 、前述の一九四八年に創設されたベルギー、オランダ、ルクセンブルグ三カ国からなる「ベネルックス経済同盟」がある。こ 経済同盟では完全な通貨同盟ではなかったが、ベルギーとルクセンブルグの間で 通貨が一対一の交換比率で交換され、ベルギー・フランはルクセンブルグでそのまま通
用
し
た。
一
九
九
三
年
発
効
の
マーストリヒト条約で確立された「
経
済
通
貨
同
盟
」（
Ｅ
Ｍ
Ｕ：
E
conom
ic and M
onetary U
n
-
ion
）
も
経
済
同
盟
に
相
当
す
る。
このＥＭＵのなかでＥＵは単一通貨「ユーロ」を全加盟国二七カ国中、一七カ国で使用に供している。
⑤
 完全なる経済統合体はまだ理論上の存在でしかないが、経済同
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盟に共通の財政政策が加わり、財源の共通化、税制の統一などが
完
了
し
た
段
階
が
こ
れ
に
あ
た
る。二〇一一年以来ユーロ危機を経験したＥＵでは単なる通貨同盟から「財政同 」に移行する必要が叫ばれているが、財政は各メンバー国の「経済主権」の最も奥深いところにある「聖域」であり、そう簡単には実現しそうにない。
六．地域経済統合の多様化─
地域間経済統合、
　　
広域ＦＴＡの新展開
─
　
近年の経済統合はさらに多様化
している。従来はＥＵやＮＡＦＴＡなど隣接国同士の地域統合が主流であったが、今日で 日本・メキシコＥＰＡ、日本・スイス・ＥＰＡ、韓国・ＥＵＦＴＡ、韓国・アメリカＦＴ 遠距離であっても、重要な貿易相手国とのＦＴＡを締結する傾向が顕著である。　
遠距離ＦＴＡのみならず、ＡＳ
ＥＡＮ（東南 ジ諸国連合）プラス
3（日中韓）の「東アジアＦＴ
Ａ
」（
E
ast A
sia F
ree T
rad
e 
A
rea ：
Ｅ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
）
や
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎプラス
6（ＡＳＥＡＮプラス
3
にオーストラリア、ニュージーランド、インドを加えたもの）から成る「東アジア包括的経済連携」（C
o
m
p
re
h
e
n
sive
 E
co
n
o
m
ic 
P
artn
ership of E
ast A
sia ：ＣＥ
ＰＥＡ、二〇一二年一一月降はＲＣ
Ｅ
Ｐ
と
な
っ
た
）、
Ｅ
Ｕ
と
Ａ
Ｃ
Ｐ
（
ア
フ
リ
カ、
カ
リ
ブ
海、
大
洋
州
の
途上国）諸国との間で検討されているＦＴＡ、さらには 三にアメリカとＥＵとの間で交渉が開
始
さ
れ
た「
環
大
西
洋
貿
易
投
資
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ（
Ｔ
Ｔ
Ｉ
Ｐ
）」
など地域を跨ぐ広域の自由貿易圏構
想
が
あ
る。
Ｔ
Ｐ
Ｐ（
T
ran
s-P
a-
cific S
tra
te
g
ic P
a
rtn
e
rsh
ip 
A
greem
en
t 、
日
本
語
訳
で
は「
環
太
平
洋
パ
ー
ト
ナ
シ
ッ
プ
」）
は
交
渉
が本格的に進んでいる広 ＦＴＡである。このように現在では隣接国同士の市場統合に留まらず、地域間ないしは地域横断的な広域ＦＴＡが拡がる傾向が世界的に顕著になってきて る。　
ＴＰＰ、ＴＴＩＰ、そして日Ｅ
ＵのＥＰＡ交渉では、高いレベルの市場開放、投資、競争、政府調達などのルール分野において「共通項」が散見されるようになってきており、ルー の共通化がこれら三つの地域間経済連携で相互進めば、それらを集約調整して再びＷＴＯの場に戻すことも可能なるかもしれない。ここに地域主義
を
マ
ル
チ
化
す
る
契
機
が
存
在
す
る
。
（
わ
た
な
べ
　
よ
り
ず
み
／
慶
應
義
塾
大
学総合政策学部教授）《注》⑴
 Jacob V
in
er ［
1
9
5
0
］
お
よ
び
J. E
. 
M
eade ［
1
9
5
5
］。
⑵
 伊
藤
元
重［
二
〇
〇
五
］
三
四
九
―
三
五
一ページ。
⑶
 国
際
貿
易
を
所
管
す
る
国
際
機
関
と
し
て
は
当
初「
国
際
貿
易
機
関
」（
In
tern
a-
tion
al T
rade O
rgan
ization
：
Ｉ
Ｔ
Ｏ
）
が
構
想
と
し
て
あ
り、
一
九
四
八
年
三
月
に
は
Ｉ
Ｔ
Ｏ
憲
章
が
キ
ュ
ー
バ
の
ハ
バ
ナ
で
採
択
さ
れ
た
が、
ア
メ
リ
カ
の
議
会
が
そ
の
批
准
に
あ
く
ま
で
も
反
対
し、
結
局
一
九
五
〇
年
一
二
月
当
時
の
ト
ル
ー
マ
ン
大
統
領
は
同
憲
章
の
批
准
を
断
念
し、
Ｉ
Ｔ
Ｏ
は
発
足
に
至
ら
な
か
っ
た。
ア
メ
リ
カ
議
会
の
反
対
が
予
想
さ
れ
た
た
め
Ｉ
Ｔ
Ｏ
憲
章
か
ら「
関
税
と
貿
易
に
関
す
る
部
分
」
だ
け
取
り
出
し
て
ア
メ
リ
カ
議
会
の
承
認
が
必
要
で
は
な
い
暫
定
的
な
行
政
協
定
し
て
一
九
四
八
年
一
月
に
先
行
発
効
さ
せ
た
の
が
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
で
あ
る。
渡
邊
頼
純［
二
〇
一
二
］
一
二
―
四
〇
ペ
ー
ジを参照。
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in
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9
5
0
. “T
he C
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U
n
ion
 Issue. ”
②
 Jam
es E
dw
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9
5
5
. “T
he 
T
heory of In
tern
ation
al E
con
om
ic 
P
olicy: T
rade an
d W
elfare. ”
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 渡
邊
頼
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監
修
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外
務
省
経
済
局
Ｅ
Ｐ
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『解
説
Ｆ
Ｔ
Ａ・
Ｅ
Ｐ
Ａ
交
渉
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経
済
評
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Ｔ
Ｏ
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制
と
日
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増
補
二
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北
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出版。
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 石
川
幸
一・
馬
田
啓
一・
木
村
福
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渡
邊
頼
純（
編
著
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二
〇
一
三
］『
Ｔ
Ｐ
Ｐ
と日本の決断』
、文真堂。
図 1　三つのメガ地域と地域間経済連携の動向
（出所）筆者作成。
制度的経済統合の法的枠組み  
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